
本
町
で
は
、
第
４
次
行
政
改
革

大
綱
（
平
成
28
年
３
月
策
定
）
に

基
づ
き
行
財
政
改
革
を
進
め
て
い
る
。

平
成
31
年
度
予
算
案
で
は
、
基
金
繰
入

金
が
７
億
円
を
超
え
て
計
上
さ
れ
、
大

変
厳
し
い
財
政
状
況
に
あ
る
。

　

人
口
減
少
、
高
齢
化
の
進
展
な
ど
、

変
化
す
る
社
会
経
済
情
勢
に
一
層
適
切

に
対
応
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可

能
な
町
政
運
営
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
以
下
の
点
を
伺
う
。

(1)
４
年
間
町
政
を
担
い
、
現
在
の
財
政

状
況
に
つ
い
て
課
題
の
認
識
は
。

(2)
健
全
な
財
政
運
営
に
向
け
て
。

①
具
体
的
な
取
組
は
。
②
受
益
者
負
担

の
公
平
の
原
則
に
立
っ
た
、
使
用
料
・

負
担
金
の
積
算
根
拠
や
公
共
施
設
使
用

料
減
免
基
準
の
見
直
し
は
。
③
過
去
５

年
間
の
町
職
員
時
間
外
勤
務
手
当
の
総

額
は
。
ま
た
、
時
間
外
勤
務
の
縮
減
、

業
務
効
率
化
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
向
上
に

向
け
、
Ａ
Ｉ
（
人
工
知
能
）
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
（
ロ

ボ
ッ
ト
に
よ
る
業
務
自
動
化
）
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ

を
活
用
し
た
24
時
間
自
動
応
答
チ
ャ
ッ

ト
ボ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
な
ど
、
民
間
導
入

が
進
む
取
組
の
調
査
研
究
と
活
用
は
。

(1)
町
の
歳
入
の
４
割
近
く
を

占
め
る
普
通
交
付
税
は
、
市
町
村
合
併

に
伴
い
算
定
さ
れ
て
い
た
合
併
算
定
替

に
お
い
て
、
平
成
30
年
度
か
ら
一
本
算

定
に
よ
る
交
付
額
と
な
り
、
さ
ら
に
は
、

今
後
の
人
口
減
少
に
伴
う
税
収
の
減
少

な
ど
、
社
会
構
造
の
変
化
に
よ
る
影
響

も
見
込
ま
れ
、
い
か
に
安
定
的
に
一
般

財
源
を
確
保
し
て
い
く
か
が
課
題
で
あ

る
。
さ
ら
に
、
歳
出
の
う
ち
国
の
法
令

や
各
種
制
度
に
基
づ
く
社
会
保
障
関
連

経
費
な
ど
、
町
の
一
般
財
源
を
も
っ
て

負
担
す
る
費
用
が
年
々
増
加
傾
向
に
あ

り
、
引
き
続
き
、
国
に
対
し
地
方
財
政

に
対
す
る
必
要
な
財
源
措
置
を
求
め
て

い
く
必
要
が
あ
る
。
地
方
を
取
り
巻
く

財
政
運
営
、
と
り
わ
け
一
般
財
源
の
確

保
が
厳
し
さ
を
増
す
中
、
将
来
を
見
据

え
、
町
の
発
展
を
支
え
る
「
未
来
」
へ

の
投
資
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
健
全
な

財
政
運
営
を
心
掛
け
て
い
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

(2)
①
平
成
32
年
度
決
算
か
ら
、
業
務
改

善
や
事
務
事
業
の
再
編
、
重
点
化
へ
の

活
用
を
目
的
に
、
事
務
事
業
評
価
の
導

入
に
向
け
準
備
を
進
め
て
い
る
。

②
公
共
施
設
の
維
持
管
理
な
ど
サ
ー
ビ

ス
提
供
に
要
す
る
費
用
、
受
益
者
負
担

算
定
の
考
え
方
な
ど
、
町
民
の
皆
さ
ん

と
情
報
を
共
有
し
、
減
免
基
準
の
あ
り

方
を
含
め
、
適
正
な
管
理
費
用
と
受
益

者
負
担
の
関
係
が
ど
う
あ
る
べ
き
か
、

幅
広
く
検
討
し
て
い
く
場
を
持
つ
こ
と

が
重
要
と
考
え
て
い
る
。
町
財
政
の
現

状
お
よ
び
地
方
財
政
を
取
り
巻
く
環
境

が
厳
し
さ
を
増
し
て
い
く
こ
と
が
見
込

ま
れ
、
ま
さ
に
そ
の
時
期
に
き
て
い
る

も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

③
過
去
５
年
間
の
町
職
員
の
時
間
外
勤

務
手
当
の
支
給
額
は
、
左
表
の
と
お
り
。

時
間
外
勤
務
の
縮
減
は
、
ノ
ー
残
業
デ

ー
お
よ
び
夜
10
時
以
降
の
時
間
外
勤
務

の
事
前
協
議
制
の
導
入
、
実
施
日
に
お

け
る
職
員

周
知
の
強

化

な

ど
、

各
所
属
長

と
連
携
を

図
り
な
が

ら
進
め
て

き
た
。
平

成
29
年
度

は
、
災
害
や
選
挙
な
ど
特
殊
要
因
の
違

い
は
あ
る
が
、
前
年
度
比
で
21
・
４
％

の
減
と
な
り
、
30
年
度
上
期
と
29
年
度

上
期
と
の
比
較
に
お
い
て
も
、
総
時
間

数
で
減
少
し
て
い
る
。
今
後
と
も
、
職

員
の
健
康
維
持
の
観
点
か
ら
も
、
時
間

外
の
縮
減
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

　

人
間
の
代
わ
り
に
作
業
を
行
う
Ａ
Ｉ

（
人
工
知
能
）
、
人
間
が
行
っ
て
き
た
作

業
の
一
部
を
、
専
用
の
ハ
ー
ド
・
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
に
よ
り
自
動
化
す
る
Ｒ
Ｐ
Ａ

（
ロ
ボ
テ
ィ
ッ
ク
・
プ
ロ
セ
ス
・
オ
ー

ト
メ
ー
シ
ョ
ン
）
は
、
民
間
事
業
者
に

お
い
て
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
検
討
や
検

証
、
導
入
が
進
め
ら
れ
、
一
部
自
治
体

で
も
、
職
員
の
業
務
効
率
化
に
向
け
た

検
討
や
実
証
が
行
わ
れ
て
い
る
。
Ａ
Ｉ

を
活
用
し
た
先
進
事
例
で
は
、
チ
ャ
ッ

ト
ア
プ
リ
「
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
」
に
よ
り
、
子

育
て
に
関
す
る
問
合
せ
を
Ａ
Ｉ
が
自
動

応
答
す
る
子
育
て
相
談
サ
ー
ビ
ス
や
保

育
所
入
所
の
選
考
過
程
を
モ
デ
ル
化

し
、
Ａ
Ｉ
が
マ
ッ
チ
ン
グ
す
る
も
の
が

あ
る
。
Ｒ
Ｐ
Ａ
で
は
、
紙
ベ
ー
ス
で
の

申
請
書
を
デ
ー
タ
化
し
て
読
み
込
み
、

自
動
で
シ
ス
テ
ム
へ
の
登
録
を
行
う
な

ど
、
地
方
自
治
体
に
お
い
て
活
用
も
し

く
は
検
討
さ
れ
て
い
る
。
本
町
に
お
い

て
は
、
多
様
化
す
る
ニ
ー
ズ
に
対
応
す

る
た
め
、
業
務
の
効
率
化
を
図
る
手
法

の
一
つ
と
し
て
、
調
査
研
究
し
て
い
き

た
い
。

答問
業
務
効
率
化
を
図
る
手
法
の
一
つ
と
し
て
、
調

査
研
究
し
て
い
く

町
職
員
の
時
間
外
勤
務
の
縮
減
、
業
務
の
効
率
化

を
進
め
る
Ａ
Ｉ
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
の
調
査
研
究
と
活
用
を

■ 一 般 質 問 ■ 

⓫

問

町
　
長

小島　智恵 議員
（政風クラブ）

町職員の時間外勤務手当
支給額（過去５年間）( 円 )

年度 支給金額

Ｈ 25年度 7,991 万 3,571 円

Ｈ 26 年度 9,734 万 3,638 円

Ｈ 27 年度 9,994 万 2,163 円

Ｈ 28 年度 1 億 529 万 1,900 円

Ｈ 29 年度 8,280 万 9,266 円


